
 

 

 

 

 

 

 
■ 198回介護給付費分科会報告 
参考：厚生労働省ホームページ（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_15884.html） 

1 月 13 日、厚生労働省介護給付費分科会が開催され、令和 3 年（2021）度介護報酬改定に向けて、指定居宅

サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令案に関する諮問が行われました。 

改正案は、審議報告で示した内容を反映して取りまとめており、大きな変更はありません。 

介護給付費分科会で示された改正案について紹介します。（一部抜粋） 

・全サービス共通で感染症対策の強化に取り組むこととし、3 年間の経過措置を設けた上で委員会の開催や指針

の整備、訓練や研修といった取り組みを義務付ける。感染症や災害が発生した場合であっても、必要な介護サ

ービスを継続的に提供する観点から、3 年間の経過措置を設けた上で BCP（業務継続計画）の策定を求める。 

・介護分野のデータベース「CHASE」「VISIT」を事業所単位で活用し、計画の作成や PDCA サイクルを通じ

てケアの質の向上につなげる取り組みを推奨する。 

・施設系サービス共通の取り組みとしては、従来型とユニット型を併設している場合、入所者の処遇に支障がな

ければ介護・看護職員の兼務を可能にする。 

・介護医療院については有床診療所からの移行を促進するため、有床診療所から移行する場合は、一般浴槽以外

の浴槽の設置は求めない取り扱いを経過措置として導入する。移行した事業者が施設の新築、増築、全面的な

改修を行うまでの暫定的な対応として取り入れる。 

＜参加委員発言（抜粋）＞ 

○鎌田松代氏（認知症の人と家族の会） 

 運営基準等の改正全般に介護職員が減らされることが多い改正である。今回の改正で現場のケアや実践がどの 

ように変化したのかを制度を挙げた評価・調査をしてほしい。 

○大西秀人氏（全国市長会介護保険対策特別委員会） 

 衛生用品や職員の宿泊費などが想定以上に増大している状況なので、かかり増し経費の補助額の設定や医療と 

の連携の在り方など現場の実態に即した制度設計を要望したい。 

○岡島さおり氏（日本看護協会） 

 新型コロナのワクチン接種の優先対象から訪問看護ステーションが除外されているので、対象者から外れる 

ことがないように働きかけてほしい。 

 

■「補足給付」の改悪中止を求めるパブリックコメントを提出しましょう！ 
厚労省は2019年12月27日に介護保険部会で取りまとめられた「介護保険制度の見直しに関する意見」を基に、

2021年8月から補足給付及び高額介護サービス費の見直しについて実施することが確認されました。現在、それ

に対する意見の募集を行っています。意見の募集締め切りは2021年1月22日（金）です。詳しくは通達第ア-259

号（2020年12月25日）をご確認ください。 

＜補足給付に関する見直しの概要＞（2021年 8月より実施） 

①「介護保険法五十一条の三第二項第一号及び第六十一条の三第二項第一号に規定する食費の負担限度額等の一

部を改正する告示（案）」 

・補足給付の食費負担を引き上げる改悪です。所得段階に応じて施設で月 22,000 円、短期入所で 1 日あたり 210

円～650 円の負担増となります。 
②「介護保険法施行規則等の一部を改正する省令（案）」 
・現行の預貯金「1000 万円以下」、の基準を所得段階に応じて「650 万円以下」「550 万円以下」「500 万円以下」

に引き下げる内容です。 

＜高額介護サービス費の負担上限額の引き上げに関する見直しの概要＞（2021年 8月より実施） 

③「介護保険法施行令等の一部を改正する政令（案）」 

・高額介護サービス費の負担上限額（一般区分）「44,000 円」を所得に応じて「93,000 円」「141,100 円」に引

き上げる改悪案です。 

【意見の提出方法】 

①について意見募集要項、「介護保険法第五十一条の三第二項第一号及び第六十一条の三第二項第一号に規定す
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る食費の負担限度額等の一部を改正する告示（案）」 

URL： https://public-comment.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=495200362

&Mode=0 

②について意見募集要項、「介護保険法施行規則等の一部を改正する省令（案）」 

URL： https://public-comment.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=495200361

&Mode=0 

③について意見募集要項、「介護保険法施行令等の一部を改正する政令（案）」 

URL： https://public-comment.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=495200360

&Mode=0 

 
■ 各地の取り組み 
 
○ 厚労省に団体署名提出、駅前で宣伝行動実施（東京民医連） 
・11 月 12 日、「臨時的取り扱い（第 12 報）」に対する団体署名を厚労省に提出しま

した。民医連事業所・民医連以外の事業所・労働組合関係、445 団体から賛同を得る

ことができ、「第 12 報」を早期に撤回すること、来春の介護報酬改定に持ち込まない

ことを要望しました。 

＜要望事項＞ 

①介護事業所の減収分に対し、過去の給付実績にもとづき、公費による補填を行うこと 

②当面の措置として「第 12 報」による介護報酬の上積み部分について利用料負担、区分支給限度額の対象から

外すこと 

  
・いきいき福祉会では 11 月 13 日、21 日、28 日の 3 日間、八王子駅前で宣伝行動を行

いました。署名に協力を頂いた方から「頑張って署名しても、結局のところ国はスルー

するじゃない！」と言われましたが、「いやいや、継続は力なり！介護職員を守り、よ

り良い介護保険制度を守り、訴え続けることが大事」と対応しました。 

 

○ 市に介護要求を要請、「STOP介護崩壊」請願署名 4890筆超える！（新潟民医連） 
・新潟市に対し「老健はショートステイも併設していて出入りが多い。全員の PCR 検査

を要望したい」「デイサービス利用者は複数のサービスを受けている方が多い。家族が受

験等で県外にいくこともある。クラスターが発生した老健を退所した方が発熱したケー

スもあった」など現場の苦労を訴え、支援を要請しました。 

＜要請事項＞ 

①介護施設の全職員に公費による定期的な PCR 検査を行うこと 

②新規入所者に公費による事前 PCR 検査を実施すること 

 

○ 「STOP介護崩壊」請願署名 3000 筆超える！（岐阜民医連） 

・職員､利用者･家族､関係事業所､共同組織､関係団体に呼びかけ、3000 筆を超える署名

が集まりました。みどり病院・すこやか診療所前で民医連介護事業所の職員、共同組織

の方、合計 29 名が訴え 193 筆を集約しました。 

 

○ 介護ウェーブのポスター作成（兵庫民医連） 

・宝塚医療生協では全事業所の協力のもと 2020 介護ウェーブ用のポスターを作成し、診療所

の待合室や地域のたまり場に掲示して署名の訴えを行いました。診療所に来られた患者さんや、

組合員さんが介護改善の訴えに賛同して署名をしてくださっています。 

 

○ メッセージボードを活用して宣伝（奈良民医連） 

 11 月 14 日、近鉄西大寺駅前に平和会、秋篠茜会の介護職員 26 名、近

鉄大和高田駅連絡橋に健生会の病院事務職員など 20 名以上が集まりまし

た。参加者ひとり一人の思いが届くように、全日本民医連のアクションボードを活用し、「こ

の仕事が好きだから」、「安心して最後まで暮らせる地域にしたい」、「ひとりで悩まないで！

介護・福祉・医療の窓口として私たちがいます！」などの書き込み式のメッセージボード
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を多数用意して宣伝行動を行いました。 

 

○ 事業所アンケートを実施、知事に対し介護事業所への支援を要望（山口民医連） 

・新型コロナウイルスの県内介護事業所への影響調査を実施し、全事業所 2099 箇所から各事業体ごとに無作為

に抽出し 1012 事業所にアンケートを送り 154 事業所から回答がありました。介護事業所からは、「やっていけ

ない」と深刻な状況が報告され、多くの事業所が、「衛生材料や防護具が不足である」、「認知症患者への感染防

止対策が難しい」との声が寄せられています。アンケート結果にあたり、以下の要請事項を知事に要望しました。 

＜要請事項＞ 

①すべての医療機関、介護事業所を対象とする財政補償を速やかに執行すること 

②医療・介護の経営崩壊を防ぎ、新型コロナ第三波以降に備えるためにさらに大規模な緊急財政支援を国に要請

すること 

 

○ 介護・認知症なんでも無料電話相談（高知民医連） 

・11 月 11 日に介護・認知症なんでも無料電話相談が実施され、「一人暮らしでこれ

からが不安」、「認知症の夫との生活でこれからが不安」、「認知症で入所している夫が

コロナ禍で会えず大泣き」など、3 件の相談がありました。 

 

 
お問い合わせ先 介護ウェーブ推進本部 

TEL：03-5842-6451     E-mail：min-kaigo@min-iren.gr.jp     全日本民医連事務局：高梨／山川 

mailto:min-kaigo@min-iren.gr.jp

